
317,834 千円

事業概要 総事業費
事業
期間

担当課
（問い合わせ先）

1
那賀町公共的空間安全・安心
確保事業

公共空間での感染機会を削減するため、住民の利用頻度
の高い公共施設（役場各種窓口ほか）での不特定多数の
接触から起こりうる感染拡大を防止する為の環境整備を
する。

6,000
R2.6
～

R3.12

総務課
（62-1121)

2
那賀町医療提供体制等構築事
業（一部操出・補助）

医療従事者の感染防止対策及び家族等への感染機会を抑
制、また、トイレの洋式化及び乾式化、空気清浄機を整
備し、医療提供体制の維持を図る。（町営医療機関への
支援）

23,066
R2.6
～
R3.3

保健医療福祉課
（62-1141)

3
那賀町医療看護対策環境整備
事業（一部操出・補助）

外出が困難な患者宅への往診、訪問用車両購入及びオン
ライン診療用のタブレット機器及び医療機器を購入す
る。（町営医療機関への支援）

5,209
R2.6
～
R3.3

保健医療福祉課
（62-1141)

4
那賀町災害時避難所コロナウ
イルス感染拡大防止事業

避難所を開設した際、新型コロナウイルスの感染症拡大
を防止するため、避難者が密になることを避ける為の備
品及び指定避難所が過密な場合設置する「サブ避難所」
で使用する簡易ベッドなどの必要な備品を購入する。

4,000
R2.5
～

R2.10

防災課
（62-1183)

5
那賀町小中学校夏季休業期間
の短縮に伴う環境整備事業

夏期休業中における授業実施の際に発生するエアコン等
の電気料金など教育現場を支援する。 900

R2.7
～
R2.9

教育委員会事務局
（62-1106)

6
那賀町営医療機関発熱外来整
備事業（操出・補助）

新型コロナウイルス感染症への対応として、発熱外来の
診察場所の設置し、発熱外来用の医療器具を整備し、院
内感染の予防を図る。

20,462
R2.8
～
R3.3

保健医療福祉課
（62-1141)

7
那賀町国保診療所空調設備機
能強化事業（操出・補助）

院内感染防止のため既存の空調機器から外気循環、除菌
等ができる機器への更新を行い、医療提供体制の強化を
図る。

41,360
R2.8
～
R3.6

保健医療福祉課
（62-1141)

8
那賀町医療情報発信用ウェブ
サイト改修事業

既存町医療ウェブサイトをコロナ対策やオンライン診療
などに対応したものに改修して情報発信の強化を図る。 500

R2.10
～
R3.3

保健医療福祉課
（62-1141)

9
那賀町敬老祝い商品券郵送事
業

感染症拡大の影響で敬老会が中止となった。例年、敬老
会開催時に敬老祝い商品券を手渡していたが、重症化リ
スクの高い高齢者を守るため、贈呈方法を郵送にする。

721
R2.8
～

R2.11

保健医療福祉課
（62-1141)

10
那賀町公立学校空間安全・安
心確保事業

感染症対策に必要となるマスクや消毒液等の消耗品、備
品等を学校に配備することにより学校現場における感染
リスクを低減する。

2,732
R2.9
～
R3.3

教育委員会事務局
（62-1106)

11
那賀町公立学校空調設備整備
事業

マスク着用時における熱中症対策と教室を分散するなど
の新型コロナの感染予防を両立するため、空調設備が
整っていない教室にエアコン等を整備し、快適な学習環
境を整備することにより学習の支援を図る。

58,703
R2.10
～
R3.8

教育委員会事務局
（62-1106)

12
那賀町公立学校スクールサ
ポートスタッフ等支援事業

スクールサポートスタッフの配置等により、学校職員の
負担を軽減し、適正な指導環境を確保し、コロナ禍にお
ける児童生徒の学習環境を守る。

3,189
R2.8
～
R3.3

教育委員会事務局
（62-1106)

13
那賀町公立学校トイレ環境整
備事業

感染症対策として、現在の公立学校トイレ設備の改修・
機能強化を図り、衛生環境水準を上げる。 101,334

R2.10
～
R3.8

教育委員会事務局
（62-1106)

14
那賀町公立学校通学環境改善
事業

感染対策として、町単独のスクールバスを増便し、不特
定多数の人が乗車する路線バスとの分離を図り３密対策
を施す。

1,320
R2.10
～
R3.3

教育委員会事務局
（62-1106)

15
那賀町消防救急隊感染症対策
事業

感染症の疑いがある傷病者を搬送する那賀町消防署救急
隊の感染予防対策として必要となる物資・資機材を整備
する。

1,338
R2.8
～
R3.3

消防本部
（62-1191）

16
那賀町保健センター空調設備
機能強化事業

保健センター内での感染防止のため既存の空調機器から
外気循環、除菌等ができる機器への更新を行い、各種検
診等保健業務の提供体制の強化を図る。

40,000
R3.3
～
R4.2

保健医療福祉課
（62-1141)

17
学校保健特別対策事業費補助
金

マスク着用時における熱中症対策と教室を分散するなど
の新型コロナの感染予防を両立するため、空調設備が
整っていない教室にエアコン等を整備し、快適な学習環
境を整備することにより学習の支援を図る。

7,000
R2.10
～
R3.3

教育委員会事務局
（62-1106)

事業名

　那賀町では、国の支援策である「新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金」により、町独自の感染症
対策としての実施計画を下記のとおり策定しました。特に医療・教育現場での感染拡大防止、農林業、商工業にお
ける事業継続支援、ひとり親家庭への生活支援に重点を置いた計画となっています。
　なお、第３次実施計画は第２次実施計画の更新と新規事業の追加が反映されています。

《各事業の詳細につきましては、表記の担当課までお問い合わせください》

※Ⅰ-17の事業については、別途交付決定を受けている国庫補助事業の地方負担分に臨時交付金を充当している事業です。　

Ⅰ．感染拡大の防止　～地域の命を守る～

那賀町令和２年度新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金

第３次実施計画

（千円）

第３次実施計画の総事業費（Ⅰ＋Ⅱ＋Ⅲ＋Ⅳ）は、784,340千円 で、この総事業費対し、新型コロナ

ウイルス感染症対応地方創生臨時交付金として、第１次配分 85,464千円 と、第 ２次配分 297,291千

円と、第３次配分 200,969千円の合計583,724 千円が主な財源となる見込みです。

※翌年度にわたる債務負担が承認された事業については、繰越事業として令和3年度においても実施されます。

※第３次配分には国庫補助事業地方負担分算定の54,199千円が含まれます。

※計画は令和3年４月30日時点の内容であり、今後の状勢により変更する場合があります。

総事業費と主な財源
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239,396 千円

事業概要 総事業費
事業
期間

担当課
（問い合わせ先）

1 那賀町原木流通緊急支援事業
滞留する原木の流通支援をすることにより、森林所有者
の出材意識の継続と、素材生産業者等の雇用の維持と事
業の継続の下支えをする。

42,900
R2.5
～

R3.12

林業振興課
（62-1175)

2
那賀町単独農業持続化給付金
事業

那賀町内の農業生産者に対し、経営の継続を支援する
為、町独自の給付金を支給する。（給付要件有り） 2,950

R2.6
～
R3.2

農業振興課
（62-3776)

3
那賀町単独商工業持続化給付
金事業

那賀町内の中小企業・個人事業主等に対し、経営の継続
を支援する為、町独自の給付金を支給する。（給付要件
有り）

9,200
R2.6
～
R3.2

にぎわい推進課
（62-1198)

4
那賀町ブランド農産物生産者
支援事業

新型コロナウイルス感染症拡大による影響を受け、特に
売り上げが減少した那賀町内のブランド農産物生産者対
し、事業継続及び新規流通対策等の支援を行う。

14,711
R3.1
～
R4.2

農業振興課
（62-3776)

5
那賀町公共施設等木質化推進
事業

町内製材工場等木材加工事業体や素材生産事業体の事業
継続を支えるため、町内公共施設の木質化を実施し、事
業確保（木材需要の確保）を行う。

75,630
R2.10
～
R4.2

林業振興課
（62-1175)

6
那賀町農山村地域生活環境整
備事業

素材生産事業体や林業者の事業継続を支えるために、木
材生産以外の、倒木事前伐採や植栽、下刈り等により事
業確保を行う。

3,518
R2.10
～
R4.2

林業振興課
（62-1175)

7
那賀町「新生活様式」導入応
援事業

町内の商工業事業者に対し、事業を継続して行っていく
ために必要な新型コロナウイルス感染症対策のための改
装費用・備品購入費用の全部又は一部を補助する。

41,000
R2.10
～

R3.12

にぎわい推進課
（62-1198)

8 那賀町宿泊施設応援事業
感染症拡大により宿泊客が激減するなか宿泊施設の事業
継続支援のため助成を行う。 6,900

R2.10
～
R3.3

にぎわい推進課
（62-1198)

9 那賀町飲食店応援事業
感染拡大に伴う外出の自粛により経営的な影響を受けて
いる町内飲食店の継続、再開の支援をする。 31,500

R2.10
～

R3.12

にぎわい推進課
（62-1198)

10
那賀町指定ごみ袋無料引換券
配布事業

感染症拡大の在宅支援策として増加したごみ処理に係る
負担を軽減する為、町指定ごみ袋を引換券により配布し
町民生活支援事業を行う。

2,087 R2.12
環境課

（62-1192）

11
那賀町ひとり親家庭等応援給
付金事業

休校等の外出自粛措置が、仕事に影響しやすいひとり親
等の世帯に対し給付金を支給する。 9,000

R2.10
～
R4.1

すこやか子育て課
（62-1150）

事業名

Ⅱ．雇用の維持と事業の継続　～暮らしを支え、守りきる～

（千円）
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84,857 千円

事業名 事業概要 総事業費
事業
期間

担当課
（問い合わせ先）

1
那賀町鳥獣害対策及びジビエ
利用確保事業

鹿肉の通販サイト構築及びオンライン販売の開始、ま
た、SNS等での宣伝により販路を拡大し、停滞している
鹿肉の流通を確保する。また、ICTを利用した捕獲機器
を導入する。

1,835
R2.6
～
R3.3

農業振興課
（62-3776)

2
那賀町きめ細やかな観光ルー
ト維持整備事業

観光ルートとなっている道路施設などをきめ細やかに維
持整備（整地、清掃など）する為、会計年度任用職員の
雇用、作業用車両をリースする。

2,889
R2.9
～
R3.3

建設課
（62-1167）

3
那賀町特産品加工施設経営持
続化支援事業

感染症拡大により特産品販売を休止する中、事業の継続
を支える特産品加工施設の拡充支援を行う。 2,000

R2.10
～
R3.7

農業振興課
（62-3776)

4
那賀町木材加工新商品実証事
業

町内製材工場等木材加工事業体や素材生産事業体の事業
継続を支えるため、町が事業主体となり新商品（吸音壁
等）の実証・開発を行うことにより、事業確保（木材需
要の確保）を行う。

20,350
R2.10
～
R3.3

林業振興課
（62-1175)

5
那賀町指定管理者経営持続化
支援事業

感染症拡大により宿泊客等が激減するなか、感染症収束
後の事業継続支援のため、快適に滞在できるよう、感染
症対策を踏まえた指定管理施設の改修を行う。

30,783
R2.7
～
R3.5

にぎわい推進課
（62-1198)

6
那賀町PRイベントＷＥＢ配
信事業

感染拡大の影響により自粛した県内外におけるPRイベ
ントの代替策として、町独自のオンラインによるPRイ
ベントを企画、実施する。

2,000
R2.10
～
R3.2

まち・ひと・しごと
戦略課

（62-1184）

7
那賀町ふるさとシェアオフィ
ス整備事業

感染症拡大ため新たな働き方を模索している都市部の企
業向けに、サテライトオフィスの開設やリモートワーク
を活用したワーケーション等が可能となる施設を整備す
ることにより来町者の増加を図り、打撃を受けた地域経
済の縮小を回復する。

25,000
R3.2
～
R4.2

まち・ひと・しごと
戦略課

（62-1184）

Ⅲ．経済活動の回復　～地域経済を立て直す～

（千円）
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142,253 千円

事業名 事業概要 総事業費
事業
期間

担当課
（問い合わせ先）

1
那賀町公共施設Ｗｉ－Ｆｉ環
境整備事業

庁内で無線LAN（Wi-Fi）環境を構築し、ペーパーレス
会議システムをはじめとする感染症対策を踏まえた働き
方を実践する。

9,224
R2.10
～
R3.3

ケーブルテレビ課
情報政策室
（64-1123）

2
那賀町モバイルワーク推進事
業

那賀町におけるモバイルワークを推進することで、職員
の感染防止及び感染拡大時の業務の継続性を確保すると
ともに、「新しい生活様式」を踏まえた働き方を実現す
る。

5,511
R2.10
～
R3.3

ケーブルテレビ課
情報政策室
（64-1123）

3
那賀町行政手続スマート化事
業

県電子入札システム共同利用に参加し、従来の入札方式
（参集・紙入札）から電子入札方式に転換することによ
り、県内外からの入札参加者の来庁機会を削減する。

2,820
R2.6
～
R3.3

会計課検査室
（62-1120）

4
無線システム普及支援事業費
等補助金

新型コロナウイルス感染症への対応のため「新しい生活
様式」が推奨される中、在宅学習、Web会議・テレワー
クなどが実現可能なWi-Fi環境を構築するために、その
基盤となる超高速ブロードバンド環境を、町内の家庭用
Wi-Fi未整備地区に整備し、地域間の情報格差の是正と
地域の活性化を図る。

120,673
R2.12
～
R4.2

ケーブルテレビ課
情報政策室
（64-1123）

5
公立学校情報機器整備費補助
金

GIGAスクール構想早期実現に向け、オンライン授業や
日頃の学習により効果を出すことを目指し、使用規律や
アプリの選定等GIGAスクールに必要な業務を委託し、
一人一台端末を存分に活用した授業の展開を図る。

4,025
R2.10
～
R3.3

教育委員会事務局
（62-1106)

Ⅳ．強靱な経済構造の構築　～感染症に強い地域経済を～

　

※Ⅳ-5、6の事業については、別途交付決定を受けている国庫補助事業の地方負担分に臨時交付金を充当している事業です。　

（千円）
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